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加工原料乳価格試算に係る各種データについて

Ⅰ　はじめに

酪農乳業情報センター（以下「センター」とす

る）の事業推進委員会においては、加工原料乳の

価格更改の際に活用する情報として以下の内容が

確認された。

（１）加工原料乳の価格交渉の進め方として、取引

当事者は、

①基本的データ（乳業者支払い可能乳代にお

ける各要素の変化率等）

②副次的データ（需給事情、牛乳生産費、内外

価格差）の共通情報の活用

③需給調整機能等の地域の個別事情データ等

を考慮して交渉を行うこと。

（２）また、基本的データとして価格更改の際に参

考とするフォーミュラは以下の内容とする。
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図１　推定の基礎となるデータの調査期間

乳業者支払い可能乳代

ただし、ここでいう乳製品とは、バター（原料用及び家庭用）、脱脂粉乳、全脂加糖煉乳、脱脂加

糖煉乳及び全粉乳の主要な６製品をさす。

（乳製品の販売価格 - 卸売業者のマージン - 製造業者の利益 - 製造販売経費）

　 ÷　単位当り製造必要乳量　×　生乳換算ウェイト  　　　Σ＝

調査期間：平成13年4月～14年3月

平成14年・牛乳生産費調査

調査期間：平成12年4月～13年3月 （公表済み）

最新データ

平成13年・牛乳生産費調査

調査期間：平成11年4月～12年3月 （公表済み）

この期間の変化率を算定する必要あり

平成12年・牛乳生産費調査

（公表済み）

調査期間：平成12年4月～13年3月

平成12年度乳製品生産費調査

（公表済み）

調査期間：平成10年10月～11年9月

この期間の変化率を算定する必要あり

主要乳製品の製造販売経費

（農林水産省調査） この期間の変化率を算定する必要あり
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この場合、上記の乳業者支払い可能乳代に係る

製造販売経費及び副次的データの牛乳生産費等の

公表データはいずれも過去の一定期間における調

査データであり、最近の実態を反映した情報は存

在しない。（図１参照）

従って、取引交渉に際しては、取引当事者各々

がより現状を反映したコスト試算を何らかの方法

で行うことが必要となる。

その方法として考えられるのは、最も新しい公

表データを基準に他の多様な関連データを活用し

て、最近のコスト水準を推定することである。

こうしたことを踏まえ、センターとしては上記

公表データの調査期間から直近までの経済事情を

踏まえた変化率算定に必要と考えられる各種デー

タを提供するものとする。

Ⅱ 北海道の牛乳生産費の変化率算定方法および
データ

１．考え方

（１）平成14年牛乳生産費調査

平成14年の牛乳生産費（以下「生産費」とす

る。）は、平成13年4月から平成14年3月の間

の調査であり、現時点における最新のデータで

ある。

（２）当事者それぞれが、取引交渉に際してより現

状を反映した最新データが必要である場合

上記生産費の調査期間以降（平成13年4月～

14年3月）、取引交渉開始時点までの物価変動

等を加味した牛乳生産費に関する情報は他にな

いので、何らかの方法で生産費の変動を推定す

る必要がある。

（３）最近の経済事情を反映させた生産費推定の具

体的な方法

63ページに、北海道の平成14年牛乳生産費

の内、搾乳牛通年換算１頭当りの費目別実績金

額と構成比率を掲載した。（参考までに平成13

年の実績も併記してある。）

生産費の変動を推定するためには、生産費を

構成する各費目の変化を計算すれば生産費全体

の変動が、計算可能である。

すなわち、63ページでいえば、種付け料、流

通飼料費、光熱水料・動力費等の各費目が調査

期間（平成13年 4月～14年3月）以降、直近

（取引交渉開始時点）までの間でどの程度変動し

たかを推定すればよい。

上記の各費目の直近の変動を算定するために、

センターでは、消費者物価指数や国内企業物価

指数（旧国内卸売物価指数）及び農業物価指数

（農村物価指数）等の統計データから、参考とな

りうる指標（以下「活用指標」という。）を費目

ごとに定めた。

例えば、種付け料という費目の場合は、消費

者物価指数における、「医薬品・健康保持用摂取

品」を活用指標とし、また、光熱水料・動力費

であれば、農業生産資材品目別価格指数の光熱

動力費を活用指標として、これらの月別変動か

ら各費目の変動を推定することとした。

（各費目にどのような、活用指標を当てはめた

かは、61～62ページの「牛乳生産費の変化率

算定に利用する関連データ一覧」をご参照頂き

たい。

また、各活用指標の月別推移は64～68ペー

ジの「牛乳生産費費目別変化率算定基礎データ」

を参照のこと。）

上記の活用指標の月別推移を算定することに

よって各費目の物価変動等による変動を推定す

る。

これを、式で表すと以下の通りとなる。

調査期間（平成13年 4月～14年 3月）にお

ける生産費Ｖは
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各費目（実績金額）をａ1，ａ2，ａ3　・・・・

ａｎとすると

Ｖ＝ａ1＋ａ2＋ａ3＋・・・・＋ａｎ　となる。

各費目の活用指標の調査期間における実績を

それぞれ

b1，　b2，　b3　・・・・bｎ　　とし、

　推定期間（調査期間～取引交渉開始時点ま

で）における活用指標の実績（指数）を

b’1，　b’2，　b’3　・・・・b’ｎとすると

推定期間（調査期間～取引交渉開始時点まで）

における生産費ＶXは

ＶX＝ａ1× b’1÷ b1＋ａ2× b’2÷ b2
＋ａ3× b’3÷ b3＋・・・・＋ａｎ×b’ｎ�bｎ
と推定できる。

２．各費目の推定方法（実例）

（１）例えば種付け料の場合

実績金額：9,217円

調査期間（平成13年4月～14年 3月）にお

ける活用指標の単純平均値（指数）は、99.0

推定期間を仮に、平成14年４月～14年10月

までとすれば、この期間の活用指標の単純平均

値（指数）は、98.2であるから、

物価変動による、種付け料の見積りは、

9,217円× 98.2÷ 99.0≒ 9,143（円）とな

る。

以下、各費目のそれぞれの活用指標について

同様な計算を行うことによって生産費が推定で

きる。

Ⅲ　乳業者支払い可能乳代の算定方法及びデータ

乳業者支払い可能乳代は「Ⅰはじめに」（6ペー

ジ）にあるように、

ΣΣΣΣΣ{（乳製品の販売価格 －卸売業者のマージン

－製造業者の利益 - 製造販売経費）

÷ 単位当り製造必要乳量 × 生乳換算ウェイ

ト}

の公式より算定が可能である。

　

公式を構成する各要素（例えば、乳製品の販売

価格、卸売業者のマージン等）は以下のデータか

ら求めるものとする。

乳製品の販売価格：

「大口需要者価格」（農林水産省）等を参考とす

る。（参照・13ページ）

卸売業者のマージン：

財務省「法人企業統計調査」における「卸売業」

の売上高営業利益率の推移より算出する。（参照・

19ページ）

製造業者の利益：

財務省「法人企業統計調査」における「食料品

製造業」の企業の経常利益率の推移より算出す

る。（参照・19ページ）

製造販売経費：

後述「Ⅳ 主要乳製品の製造販売経費の算定方

法」を参照のこと。

単位当り製造必要乳量：

平成12年度基準取引算定の数値等より算出す

る。（参照・21ページ）

生乳換算ウェイト：

直近12ヶ月間におけるバター、脱脂粉乳、全脂

加糖煉乳、脱脂加糖煉乳、全粉乳の生産量に単位

製造必要乳量を乗じた数量でウェイト付けした数

値を算定する。（参照・60ページ）

尚、参考までに21ページに平成12年度加工原
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料乳基準取引価格試算を掲載したので、乳業者支

払い可能乳代の算定の際に活用されたい。

Ⅳ　主要乳製品の製造販売経費の算定方法

１．考え方

（１）主要乳製品の製造販売経費の調査

農林水産省が公表している主要乳製品の製造

販売経費に関するデータは、

①「平成12年度基準取引価格算定に活用され

た調査結果」（調査期間：平成10年10月～

11年 9月）

②「乳製品の製造販売経費構成比率（速報値）」

（調査期間：平成12年4月～平成13年3月）

であり、牛乳生産費の場合とは異なり、①は

調査期間から４年余の歳月が流れているが、主

要乳製品の製造販売経費（各費目の構成比率及

び金額）に関して、現在得られている唯一の

データである。

※なお、製造販売経費構成比率についての

みいえば②のデータが最新である。

ただし、各乳製品の総費用に占める経費

区分（原材料費や製造関係経費など）の

比率データのみであり、①のように各経

費区分における各費目の内訳及び金額に

関する詳細なデータはない。

これらの調査データを基礎に、「直近（取引交

渉開始時）における物価変動を加味した主要乳

製品の製造販売経費はいくらであるのか？」を

推定する方法について以下に具体的な方法を説

明する。

２．最近の経済事情を反映させた製造販売経費の
推定方法

（１）製造販売経費の推定方法

公表データの性格上、調査期間（平成12年度

基準取引価格算定の場合でいえば平成10年10

～11年9月）以降、主要乳製品の製造販売経費

に関するデータは他にない。

従って、牛乳生産費における場合と同様に、各

費目毎に活用指標を定め、その変動率を算定す

ることによって製造販売経費を推定する。

※各費目にどのような、活用指標を当ては

めたかは、24～26ページの「主要乳製品

の製造販売経費の変化率算定に利用する

関連データ一覧（国内卸売物価指数）」

をご参照頂きたい。

また、各活用指標の月別推移は27ページ

の「製造販売経費費目別変化率算定基礎

データ」を参照のこと。

（２）例えば、バター（原料用）の場合　　　　

バター（原料用）では、調査期間（平成10年

10月～平成11年9月）における結果が原材料

費で７ （円）となっている。

一方、主要乳製品製造販売経費費目別変化率

算定基礎データでは、バター（原料用）の原材

料費の欄では、98年10月以降の活用指標の月

別推移データが掲載されている。

原材料費の中には、包材費と搬入費がそれぞ

れ0.86、0.14のウェイトづけがされており、包

材費は卸売物価指数のプラスチックフィルムを、

搬入費は企業向けサービス価格指数内道路貨物

輸送費をそれぞれ活用指標としている。

今、平成13年度における、原材料費を算定し

ようとする場合は、

調査期間（平成10年10月～11年9月）と推

定期間（平成13年4月～14年3月）の両期間

の活用指標の指数変化を求め、調査期間におけ

る絶対金額を掛ければよい。これを式で表すと

次の通りとなる。

包材費の
単純平均

搬入費の
単純平均

加重平均

ウ エ イ ト 0.86 0.14

調 査 期 間 97.3 98.9 97.5

推 定 期 間 99.6 98.0 99.4
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従って、７（円）×99.4÷97.5≒7.1364（円）

となる。

以下、各費目について同様な計算方法で推定

期間における活用指標の変動を算定することに

よって、絶対金額が推定できる。

以上を一般化すると次の通りとなる。

今、調査期間（平成10年10月～11年 9月）

における製造販売経費をＰとし、各費目区分の

金額をそれぞれ、Ｒ（原材料費）、Ｍ（製造関係

経費）、Ｇ（一般管理費）、Ｓ（販売費）、Ｉ（支

払い利子）とすると

　　　　

Ｐ＝＝＝＝＝Ｒ＋Ｍ＋Ｇ＋Ｓ＋Ｉとなる。（単位：円）

　　　

原材料費でいえば、費目は包装材料費、搬入

費、副原料費など乳製品によって内容が異なる

が* 参照、ここではそれぞれの製品における費目

の原材料費総体に占める割合を一般化してｒ1，

ｒ2，ｒ3，とする。

調査期間及び推定期間における、費目ごとに

定めた活用指標の平均（指数）をそれぞれα1，

α2，α3、及びβ1，β2，β3　とするとそれぞ

れの関係は、　　　　　　　      　　　　

となり、求める推定期間における原材料費の

金額をＲ’とすれば

　　　　

Ｒ’＝Ｒ×（ｒ1×β1 ÷α1 ＋ｒ2×β2 ÷

α2＋ｒ3×β3 ÷α3）となる。

以下、製造関係経費等その他の費目区分につ

いても、同様な考え方で求められるので、推定

期間における製造販売経費が推定できる。

参照：24～ 26ページ、

ウ エ イ ト r 1 r 2 r 3

調 査 期 間 α 1 α 2 α 3

推 定 期 間 β 1 β 2 β 3

費目1 費目2 費目3

「主要乳製品の製造販売経費の変化率算定に利用

する関連データ一覧（国内卸売物価指数）」

費目区分：原材料費、製造関係経費、一般管

理費、販売費、支払い利子

費目：包材費、搬入費、副原料、労務費、等

※推定期間は「取引当事者間で協議の上、

決めるものとする。」ということで任意

の期間とした。

また、当事者間の協議によっては取引交

渉開始時点を起点としないこともありう

る。あくまでも、当事者で決定されるべ

き性格のものである事に留意されたい。

３．平成14年12月以降における製造販売経費の
具体的な算定法とデータ

（１）国内企業物価指数について

平成14年12月分の公表データより、国内卸

売物価指数は廃止され、代わりに国内企業物価

指数が新たに公表されることとなった。

平成14年12月以降の物価変動による、製造

販売経費の推定を行う場合には、旧卸売物価指

数と新しい企業物価指数の接続を行う必要があ

る。

企業物価指数については2000年以降の毎月

のデータが公表されているので、本ハンドブッ

クでも卸売物価指数を活用指標としている費目

はすべて企業物価指数に置き換えた「主要乳製

品製造販売経費費目別変化率算定基礎データ」

（平成12年1月～平成14年12月）も同時に提

供するものとする。

（飲用牛乳の製造販売経費費目別変化率算定

データ提供に関しては企業物価指数のみとし

た。）

（２）平成14年12月以降の物価変動を加味した製

造販売経費の推定方法



( 2 )( 2 )( 2 )( 2 )( 2 ) 加工原料乳価格試算に係る各種データについて加工原料乳価格試算に係る各種データについて加工原料乳価格試算に係る各種データについて加工原料乳価格試算に係る各種データについて加工原料乳価格試算に係る各種データについて

原材料費を例にとって推定の手順を説明する

と次の通りである。

①平成12年度における原材料費を卸売物価指

数により算定する。

②次に上記で算定した平成12年度の原材料費

（金額）を基準にして、推定期間における金

額を国内企業物価指数の変動より推定する。

前ページの原材料費の事例では、原材料費の

金額をＲ、各費目のウェイトをｒ1，ｒ2，ｒ3と

し、調査期間、平成12年度及び推定期間それぞ

れの期間において費目ごとに定めた活用指標の

平均（指数）が以下のような関係であったとす

る。

　　

①卸売物価指数による、平成12年度原材料費

（Ｒ’)算定は、

Ｒ’＝Ｒ×（ｒ1×β1 ÷α1 ＋ｒ2×β2 ÷

α2＋ｒ3×β3 ÷α3）

②上記で算定した平成12年度の原材料費を基

準にして、次に推定期間における金額を国

内企業物価指数により算定する。（Ｒ’)

Ｒ２’＝Ｒ’×（ｒ1×δ1÷γ1＋ｒ2×δ2 ÷

γ2＋ｒ3×δ3 ÷γ3）

以下、製造関係経費等のその他の各費目区分

についても、同様な考え方で求められるので、

平成14年度12月以降の推定期間における製造

販売経費が推定できる。

ウ エ イ ト r 1 r 2 r 3

調 査 期 間 α 1 α 2 α 3

平 成 12 年 β 1 β 2 β 3

平 成 12 年 γ 1 γ 2 γ 3

推 定 期 間 δ 1 δ 2 δ 3

（卸売物価指数による活用指標の平均）

（卸売物価指数による活用指標の平均）

（企業物価指数による活用指標の平均）

（企業物価指数による活用指標の平均）

費目1 費目2 費目3


